資料2

アンケート調査結果及び住民座談会の意見から見えてきた次期計画に向けた課題
基本目標１　みんなで支え合う「しくみづくり」についての課題
	国の方針及び
社会動向
	地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和3年4月1日施行）
・市町村においては、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築が求められており、改正社会福祉法に基づき、新たに「重層的支援体制整備事業」を創設

孤独・孤立対策推進法（令和7年4月1日施行）
・「孤独・孤立に悩む人誰ひとり取り残さない社会」、「相互に支え合い、人と人との「つながり」が生まれる社会」を目指す。
共生社会の実現を推進するための認知症基本法（令和6年1月1日施行）
・認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進する。認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会（＝共生社会）の実現を推進する。

第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針（令和6年3月7日告示）
○地域包括ケアシステムの深化・推進
・地域リハビリテーション支援や認知症高齢者の家族・ヤングケアラーなどの介護者支援体制の推進
・重層的支援体制整備事業による障がい者福祉や児童福祉などの属性・世代を問わない相談支援体整の推進

＜地域福祉計画の策定ガイドライン＞
・地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用
・福祉活動専門員、社会福祉従事者等による地域組織化機能の発揮
・民生委員・児童委員活動の充実に向けた環境整備
・活動に必要な情報の入手、必要な知識、技術の習得、活動拠点に関する支援
・成年後見制度、日常生活自立支援事業、苦情解決制度など適切なサービス利用を支援する仕組み等の整備
・多機関の協働による市町村における包括的な相談支援体制の構築
・高齢者、障害者、児童に対する虐待への統一的な対応や、家庭内で虐待を行った養護者又は保護者が抱えている課題にも着目した支援の在り方



	現行計画の方向性
	行動目標１．誰一人取り残さない支援の体制をつくろう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①包括的・重層的な支援体制づくりに向けた交流と相互理解の促進
②相談窓口の充実と総合的な相談支援体制の構築
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①包括的・重層的な支援体制づくりのための取組
②相談窓口機能の強化と連携の推進

行動目標２．地域でつながり支え合う関係を深めよう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①地域団体への支援
②交流やふれあいの場・機会づくり
③地域での見守り・支援体制の充実
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①地域交流のための場づくり
②支え合いの地域づくりに向けた支援



	現行計画の方向性
	行動目標3．課題の深刻化を防ぐ体制をつくろう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①専門・相談機関の連携体制の充実
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①地域や多様な主体との連携協働の推進
②困難な課題を持つ人への支援

行動目標４．地域での自立を支えるしくみをつくろう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①生活困窮者等への支援
②高齢者、障がい者等の地域での自立支援
③権利擁護の推進
④再犯防止活動の推進
⑤就労の支援
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①生活困窮者への支援の推進
②高齢者等の生活支援の推進
③権利擁護の推進

【指標】
・住民参加による地域ネットワーク会議の開催数
・丸亀市自立相談支援センター「あすたねっと」の認知度（アンケート調査より）



	アンケート調査
結果
	調査結果概要
	問番号

	
	・あなたがお住まいの地域では、住民同士の支え合い・助け合い活動が充実していますかについて、「充実している」「どちらかといえば充実している」を合わせた“充実している”が35.2％、「どちらかといえば充実していない」「充実していない」を合わせた“充実していない”が26.0％。
年齢別にみると、“充実している”の割合が70歳以上で高くなっています。
	【市民】
問10

	
	・住民同士の支え合い・助け合いが地域で広がるためには、あなたはどんなことが必要だと思いますかについて、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」が43.8％と最も高く、次いで「困っている人と、助けることのできる人とをつなぐ人材を育成する」が31.5％、「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が26.6％。
前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。
年齢別にみると、「地域における福祉活動の重要性をもっとＰＲする」の割合が70歳以上で高く、「地域でボランティアなどの活動の拠点となる場を整備する」の割合が40～49歳で高く、「リーダーや福祉活動に携わる人を養成する」の割合が18～29歳で低く、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」の割合が30～39歳で高くなっています。
	【市民】
問11

	
	・あなたがお住まいの地域には、どのような課題や問題があると思いますかについて、「防災に関すること」が25.7％と最も高く、次いで「防犯など地域の安全に関すること」が24.1％、「高齢者の社会参加や生きがいづくりに関すること」が23.7％。
前回調査と比較すると、「高齢者の社会参加や生きがいづくりに関すること」「高齢者世帯への生活支援に関すること」「健康づくりについての人々の意識や知識に関すること」の割合が減少しています。
年齢別にみると、「共働き家庭のこどもの生活に関すること」の割合が30～39歳で高く、「乳幼児期の子育てに関すること」の割合が18～29歳で高くなっています。
	【市民】
問19

	
	・今後、地域福祉を進めるために丸亀市はどのような施策に優先して取り組んでいくべきだと思いますかについて、「移動手段の充実」が25.5％と最も高く、次いで「防犯・交通安全・防災体制の充実」が25.2％、「子育ての支援体制の充実」が24.1％となっています。
前回調査と比較すると、「子育ての支援体制の充実」「移動手段の充実」の割合が増加しています。一方、「医療サービス体制の充実」の割合が減少しています。
年齢別にみると、「地域の支え合いの仕組みづくり」の割合が30～39歳で低く、「学校における福祉教育の充実」の割合が60～69歳で低く、「移動手段の充実」の割合が18～29歳で高く、「福祉サービスに関する情報の充実」の割合が70歳以上で高くなっています。
	【市民】
問54

	
	・地域における助け合い、支え合い活動を活発にするためには、どのようなことが重要だと思いますかについて、「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」、「困っている人や、助け合いの場や組織についての情報を得やすくする」が42.9％と最も高く、次いで「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が36.7％。
	【事業所】
問８

	
	・多様な生活課題に対して制度等の枠を超えた包括的な相談支援の仕組みを充実していくうえで、特に優先的に力を入れて取り組むべきことはどのようなことだと思いますかについて、「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」が59.2％と最も高く、次いで「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」が51.0％、「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」が42.9％。
前回調査と比較すると、「市役所で多様な相談を総合的に受けられるようにする」「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」「課題を解決するため、サービスや社会資源を開発する取組を充実する」「相談しやすいように、窓口の開設時間や相談を受ける方法を改善する」の割合が増加しています。
	【事業所】
問９

	
	・最近の相談内容や支援対象者の傾向について、どのように感じますかについて、「地域のつながりが薄れ、社会から孤立した個人や世帯が増えている」が63.3％と最も高く、次いで「対象者だけではなく、世帯全体への支援の必要なケースが増えている」が53.1％、「既存の制度では対応できない個人や世帯が増えてきている」が42.9％。
	【事業所】
問10

	
	・地域における助け合い、支え合い活動を活発にするためには、どのようなことが重要だと思いますかについて、「困っている人や、助け合いの場や組織についての情報を得やすくする」が38.3％と最も高く、次いで「地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」、「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」、「ボランティアリーダーや福祉活動に関わる人を育成する」が31.9％。
前回調査と比較すると、「地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」の割合が増加しています。一方、「地域でボランティアなどの活動の拠点となる場を整備する」「ボランティアリーダーや福祉活動に関わる人を育成する」の割合が減少しています。
	【関係団体】
問10

	
	・多様な生活課題に対して制度等の枠を超えた包括的な相談支援の仕組みを充実していくうえで、力を入れて取り組むべきことはどのようなことだと思いますかについて、「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」が46.8％と最も高く、次いで「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」が42.6％、「市役所で多様な相談を総合的に受けられるようにする」、「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」、「相談しやすいように、窓口の開設時間や相談を受ける方法を改善する」が36.2％。
前回調査と比較すると、「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」「相談しやすいように、窓口の開設時間や相談を受ける方法を改善する」の割合が増加しています。一方、「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」の割合が減少しています。
	【関係団体】
問11

	
	・困った時に近所の人に助けを求めることができますかについて、「できる」が69.5％、「できない」が30.1％。
市内・市外別にみると、大きな差はみられません。
	【高校生】
問６（１）

	
	・助けを求めることができない理由は何ですかについて、「近所の人を知らないから」が66.3％と最も高く、次いで「恥ずかしいから」が22.3％、「無視されたら嫌だから」が12.7％。
市内・市外別にみると、「近所の人を知らないから」の割合が丸亀市内で高くなっています。
	【高校生】
問６（２）

	
	・住んでいる地域のイメージを教えてくださいについて、「交流の場がある」が32.5％、「交流の場がない」が25.0％、「どちらともいえない」が42.5％。
市内・市外別にみると、「どちらともいえない」の割合が丸亀市内で高くなっています。
	【高校生】
問10 ③

	住民座談会での
意見
	・人と人のつながり・助け合いの文化
多くの地域で「住民のつながり」「助け合い」「温かさ」が評価されている。
・人口減少と高齢化の進行
ほぼすべての地区で「人口減」「高齢化」が大きな課題として認識されている。
・多世代・異世代交流の促進
こども・若者・高齢者が関わる機会をつくる取り組みが多く提案された。
・イベント・行事の活用と再活性化
地域資源を活かした祭りやイベントによる賑わいづくりが求められている。

	指標の状況
		目標指標
	Ｒ6年度
	目標値
（Ｒ７年度）

	住民参加による地域ネットワーク会議の開催数
	354回
	270回

	丸亀市自立相談支援センター「あすたねっと」の認知度（アンケート調査より）
	17.3％
	10％






	次期計画に向けた課題
※資料3の次期計画に向けた課題欄
①②③④⑤に反映させています。
	地域における生活課題等を地域で解決できるように、地域住民の地域福祉への理解の促進とともに、地域で活動を行う団体・企業の活性化や活動支援が必要です。
アンケート調査結果では、住民同士の支え合い・助け合いが地域で広がるためには、どんなことが必要だと思いますかについて、一般市民では、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」が43.8％と最も高く、次いで「困っている人と、助けることのできる人とをつなぐ人材を育成する」が31.5％、「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が26.6％となっています。
事業所では、「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」、「困っている人や、助け合いの場や組織についての情報を得やすくする」が42.9％と最も高く、次いで「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が36.7％となっています。
関係団体では、「困っている人や、助け合いの場や組織についての情報を得やすくする」が38.3％と最も高く、次いで「地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」、「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」、「ボランティアリーダーや福祉活動に関わる人を育成する」が31.9％となっています。
住民座談会からは住民のつながりや助け合いが多くの地域で行われていることが高く評価されています。
高校生調査結果では、困った時に近所の人に助けを求めることが「できない」と回答した人の割合が30.1％となっており、その理由について、「近所の人を知らないから」が66.3％と最も高く、次いで「恥ずかしいから」が22.3％、「無視されたら嫌だから」が12.7％となっています。また、「近所の人を知らないから」の割合が丸亀市内で高くなっています。地域における助け合いの関係を築くためには、一人一人が周囲への関心を持ち、日常的な見守りを行い、変化に気づき、積極的に声を掛け合うことが必要です。
住民座談会からは人口減少や高齢化が大きな課題となっており、多世代・異世代交流を促進するためこども・若者・高齢者が関わる機会をつくる取り組みについて意見が挙げられています。
今後も、福祉サービスの質の向上及び利用者への適切なサービスの提供を支援するため、福祉サービスの第三者評価、介護サービス情報の公表などを推進していくことが必要です。複合する課題に対しては、分野別の支援制度だけではなく、分野を超えた支援体制の構築が必要です。そして、今まで地域活動等に参加していなかった人でも、参加できる環境づくりや、きっかけづくりにつながることが必要です。





基本目標２　地域福祉を支える「ひとづくり」についての課題
	国の方針及び
社会動向
	人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について（平成30年12月21日答申）
・人口減少、高齢化、グローバル化、貧困、つながりの希薄化、社会的孤立、地方財政の悪化、ＳＤＧｓに向けた取組等、持続可能な社会づくりを進めるために、住民自らが担い手として地域運営に主体的に関わっていくことが重要としている。

第９期介護保険事業（支援）計画の基本指針（令和6年3月7日告示）
○地域包括ケアシステムの深化・推進
・地域リハビリテーション支援や認知症高齢者の家族・ヤングケアラーなどの介護者支援体制の推進
・重層的支援体制整備事業による障がい者福祉や児童福祉などの属性・世代を問わない相談支援体制の推進

＜地域福祉計画の策定ガイドライン＞
・地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等の活用
・福祉活動専門員、社会福祉従事者等による地域組織化機能の発揮
・民生委員・児童委員活動の充実に向けた環境整備



	現行計画の方向性
	行動目標５．人権意識と福祉の心を育てよう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①地域福祉への関心を高める広報・啓発
②人権意識を高めるための教育・啓発の推進
③福祉に関する教育・学習の推進
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①地域福祉活動への理解促進
②ふくし出前講座の推進

行動目標６．地域福祉活動の担い手を増やそう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①地域活動・ボランティア活動の普及啓発
②地域福祉活動の担い手の育成
③事業所等との連携による地域福祉活動の促進
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①地域福祉活動の担い手の発掘と育成
②地域での福祉活動を支える住民への支援
③企業・事業所等の地域福祉活動への参加促進と協働

行動目標７．担い手が活動しやすい環境をつくろう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①地域活動・ボランティア活動への支援
②個人情報共有のあり方の検討
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①丸亀市ボランティアセンターの充実・強化
②福祉活動・ボランティア活動の機会の提供と財源確保
③丸亀市ファミリー・サポート・センターの充実・強化

【指標】
・福祉情報を入手できている住民の割合（アンケート調査より）
・ふくし出前講座開催数
・丸亀市ボランティアセンターマッチング件数






	アンケート調査
結果
	調査結果概要
	問番号

	
	・住民同士の支え合い・助け合いが地域で広がるためには、あなたはどんなことが必要だと思いますかについて、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」が43.8％と最も高く、次いで「困っている人と、助けることのできる人とをつなぐ人材を育成する」が31.5％、「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が26.6％。
前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。
年齢別にみると、「地域における福祉活動の重要性をもっとＰＲする」の割合が70歳以上で高く、「地域でボランティアなどの活動の拠点となる場を整備する」の割合が40～49歳で高く、「リーダーや福祉活動に携わる人を養成する」の割合が18～29歳で低く、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」の割合が30～39歳で高くなっています。
	【市民】
問11

	
	・あなたは、現在、自治会や子ども会、ＰＴＡ、コミュニティ等の地域活動をしていますかについて、「現在活動している」が24.5％、「現在活動していないが、過去に活動したことがある」が26.9％、「活動したことがない」が48.1％。
前回調査と比較すると、「活動したことがない」の割合が増加しています。
年齢別にみると、「現在活動している」の割合が18～29歳で低く、「現在活動していないが、過去に活動したことがある」の割合が30～39歳で低くなっています。
	【市民】
問33

	
	・地域のボランティア活動をすすめていく上で、市はどのようなことに取り組む必要があると思いますかについて、「金銭的な支援」が48.8％と最も高く、次いで「トラブル発生時の対応」が32.7％、「ボランティアに関する積極的な情報提供」が31.5％。
前回調査と比較すると、「金銭的な支援」の割合が増加しています。
年齢別にみると、「金銭的な支援」の割合が70歳以上で低く、「ボランティア休暇制度」の割合が30～39歳で高く、70歳以上で低く、「ボランティア活動のリーダー役の育成」の割合が18～29歳で低く、「ボランティアに関する積極的な情報提供」の割合が60～69歳で高くなっています。
	【市民】
問35

	
	・貴団体が活動等を行ううえで困っていることはどのようなことですかについて、「新しいメンバーが入らない」が51.1％と最も高く、次いで「リーダー（後継者）が育たない」が36.2％、「活動資金が足りない」が27.7％。
前回調査と比較すると、「支援を必要とする人の情報が得にくい」「市民に情報発信する場や機会が乏しい」「活動資金が足りない」の割合が増加しています。一方、「活動のマンネリ化」の割合が減少しています。
	【関係団体】
問５

	
	・地域のお祭りや行事に参加していますかについて、「参加できる時は参加している」が43.6％と最も高く、次いで「参加していない」が35.9％、「いつも楽しく参加している」が11.1％。
前回調査と比較すると、「家族・親類等に誘われるので参加している」「参加していない」の割合が増加しています。一方、「参加できる時は参加している」の割合が減少しています。
市内・市外別にみると、「参加していない」の割合が丸亀市内で高くなっています。
	【高校生】
問５（１）

	
	・参加していない理由は何ですかについて、「興味がないから」が48.5％と最も高く、次いで「行事があることを知らないから」が37.9％、「クラブ活動や塾などで忙しいから」が25.8％。
前回調査と比較すると、「クラブ活動や塾などで忙しいから」「興味がないから」の割合が増加しています。一方、「友達など、みんな参加していないから」「行事があることを知らないから」の割合が減少しています。
市内・市外別にみると、「つまらないから」の割合が丸亀市外で高くなっています。
	【高校生】
問５（２）

	
	・あなたは、「ヤングケアラー」という問題を知っていますかについて、「名前も内容も知っている」が54.1％、「名前は知っているが内容は知らない」が19.8％、「名前も内容も知らない」が26.1％。
市内・市外別にみると、「名前も内容も知らない」の割合が丸亀市内で高くなっています。
	【高校生】
問７

	
	・あなたは、今、ボランティア活動に参加していますか。または、今後参加してみたいと思いますかについて、「参加している」が16.7％、「参加してみたい」が45.6％、「参加したくない」が37.7％。
前回調査と比較すると、「参加している」「参加したくない」の割合が増加しています。一方、「参加してみたい」の割合が減少しています。
市内・市外別にみると、「参加してみたい」の割合が丸亀市内で高くなっています。
	【高校生】
問17（１）

	
	・（問17（１）で「1.参加している」か「2.参加してみたい」を選んだ人に対し）参加している（参加してみたい）のは、どのようなボランティア活動ですかについて、「地域のお祭りやイベントのお手伝いなど」が54.5％と最も高く、次いで「河川清掃やごみ拾いなどの環境美化活動や自然環境の保護活動」が41.1％、「乳幼児や小学生の遊び相手、中学生の学習支援など」が36.4％。
市内・市外別にみると、「高齢者や障がい者の話し相手、お手伝いなど」、「地域のお祭りやイベントのお手伝いなど」、「自分の特技や趣味を活かした活動」の割合が丸亀市内で高くなっています。
	【高校生】
問17（２）

	住民座談会での
意見
	・若い世代・こどもの参加不足
「参加が少ない」「担い手がいない」といった声が共通。
・自治会・地域組織の停滞
役員のなり手不足や加入率の低下が顕著、。
・住民参加の促進
地域活動への新しい参加の仕組みづくりの必要性が多く指摘された。
・地域活動・行事の活発さ
祭り・イベント・自治会活動の存在が地域の活力として挙げられている。
・若い世代やこどもの存在
一部の地区では「若い世代が増えている」「こどもが元気」などの明るい兆しも。

	指標の状況
		目標指標
	Ｒ6年度
	目標値
（Ｒ７年度）

	福祉情報を入手できている住民の割合
（アンケート調査より）
	23.4％
	30％

	ふくし出前講座開催数
	31回
	30回

	丸亀市ボランティアセンターマッチング件数
	54件
	50件






	次期計画に向けた課題
資料3の次期計画に向けた課題欄
⑥⑦⑧⑨に反映させています。
	地域福祉を推進するためには、地域の担い手となる人材の確保・育成が必要です。
アンケート調査結果では、住民同士の支え合い・助け合いが地域で広がるためには、どんなことが必要だと思いますかについて、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」が43.8％と最も高く、次いで「困っている人と、助けることのできる人とをつなぐ人材を育成する」が31.5％、「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が26.6％となっています。
また、地域のボランティア活動を進めていくうえで、市はどのようなことに取り組む必要があるかについて、「金銭的な支援」が48.8％と最も高く、次いで「トラブル発生時の対応」が32.7％、「ボランティアに関する積極的な情報提供」が31.5％となっており、前回調査と比較すると、「金銭的な支援」の割合が増加しています。
さらに、関係団体が活動等を行ううえで困っていることについて、「新しいメンバーが入らない」が51.1％と最も高く、次いで「リーダー（後継者）が育たない」が36.2％、「活動資金が足りない」が27.7％となっており、前回調査と比較すると、「支援を必要とする人の情報が得にくい」「市民に情報発信する場や機会が乏しい」「活動資金が足りない」の割合が増加しています。
高校生調査結果では、地域のお祭りや行事について、「参加していない」人の割合が35.9％となっています。参加していない理由について、「興味がないから」が48.5％と最も高く、次いで「行事があることを知らないから」が37.9％、「クラブ活動や塾などで忙しいから」が25.8％となっています。
また、ボランティア活動について、「参加したくない」が37.7％となっており、前回調査と比較すると割合が増加しています。地域福祉の将来を担う学生に向けて、学習機会の拡充と既存活動の発展、そして新規活動メニューの創出を図ることが必要です。同時に、個々の学生が持つ意欲や能力、置かれた状況を踏まえながら、主体的な参画を促す取組の推進が必要です。
住民座談会からは若い世代・こどもの参加が少なく担い手がいないといった意見、役員のなり手不足や、自治会加入率が低下の一途をたどっているなどの理由から自治会活動のあり方の見直しや、地域活動への新しい参加の仕組みづくりの必要性について意見が挙げられています。
今後も、より一層、人権尊重の意識が醸成され、福祉に関する理解を深めることができるよう、啓発活動等を推進していくとともに、様々な学習の機会や交流の機会を通して、支え合う心を育む福祉教育を推進することが必要です。
また、福祉分野で専門的な知識や経験のある人が積極的に地域に関わることを促進し、福祉人材の確保・育成・定着に向けた支援が必要です。
そのためには、活動を進めるために必要となる金銭的な支援、情報提供、相談支援体制など様々な活動支援に取り組む必要があります。





基本目標３　地域で安全に安心して暮らせる「まちづくり」についての課題
	国の方針及び
社会動向
	＜地域福祉計画の策定ガイドライン＞
・避難行動要支援者の把握及び日常的な見守り・支援の推進方策
・災害時の対策について分野を横断した関係者による検討
・居住に課題・就労に困難を抱える者への横断的な支援の在り方



	現行計画の方向性
	行動目標８．誰もが地域に出やすい環境をつくろう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①ユニバーサルデザインを意識した環境の整備
②社会参加のための手段と機会の提供
③多様な居場所づくりへの支援
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①支援を要する人への理解促進と支援の充実
②多様な居場所づくりへの支援

行動目標９．地域における防犯・事故防止活動を広げよう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①防犯対策の推進
②交通安全対策の推進
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①防犯・事故防止のための情報発信

行動目標10．災害に強い地域をつくろう
丸亀市の取組【地域福祉計画】
①防災に関する知識の普及啓発
②自主防災活動への支援
③災害時避難行動要支援者対策の推進
④災害時の活動支援
社会福祉協議会の取組【地域福祉活動計画】
①災害時の支援体制づくり

【指標】
・災害時避難行動要支援者名簿の平常時開示の同意率
・ふれあい・いきいきサロン開設数
・情報♡ほっとメール登録者数



	アンケート調査
結果
	調査結果概要
	問番号

	
	・あなたがお住まいの地域には、どのような課題や問題があると思いますかについて、「防災に関すること」が25.7％と最も高く、次いで「防犯など地域の安全に関すること」が24.1％、「高齢者の社会参加や生きがいづくりに関すること」が23.7％。
前回調査と比較すると、「高齢者の社会参加や生きがいづくりに関すること」「高齢者世帯への生活支援に関すること」「健康づくりについての人々の意識や知識に関すること」の割合が減少しています。
年齢別にみると、「共働き家庭のこどもの生活に関すること」の割合が30～39歳で高く、「乳幼児期の子育てに関すること」の割合が18～29歳で高くなっています。
	【市民】
問19

	
	・近年、災害が多発しています。災害に備えて日頃から地域でどのようなことが必要だと思いますかについて、「必要物資を備蓄して災害に備える」が56.8％と最も高く、次いで「日頃から顔の見える関係づくりのために、地域でふれあえる機会を多くつくる」が26.4％、「防災訓練のあり方を見直し、災害時の避難訓練などを定期的に行う」が25.2％。
年齢別にみると、「日頃から顔の見える関係づくりのために、地域でふれあえる機会を多くつくる」の割合が70歳以上で高く、「防災訓練のあり方を見直し、災害時の避難訓練などを定期的に行う」の割合が18～29歳で高く、「必要物資を備蓄して災害に備える」の割合が30～39歳で高く、70歳以上で低くなっています。
	【市民】
問36

	
	・あなたは、丸亀市で災害（地震や台風、土砂災害など）が起こった時に、どのようなことが不安ですかについて、「避難場所の生活が長引くこと」が54.4％と最も高く、次いで「食料や水を確保できないこと」が49.1％、「家族や親族の安否確認ができないこと」が28.1％。
年齢別にみると、「素早く避難できないこと」の割合が50～59歳で低く、「避難場所の生活が長引くこと」の割合が18～29歳で低く、「食料や水を確保できないこと」の割合が30～39歳で高く、「家族や親族の安否確認ができないこと」の割合が70歳以上で低くなっています。
	【市民】
問37

	
	・近年、災害が多発しています。災害に備えて日頃から地域でどのようなことが必要だと思いますかについて、「防災訓練のあり方を見直し、災害時の避難訓練などを定期的に行う」が53.1％と最も高く、次いで「必要物資を備蓄して災害に備える」が46.9％、「日頃から顔の見える関係づくりのために、地域でふれあえる機会を多くつくる」が40.8％。
	【事業所】
問14

	
	・避難が困難だと感じる人に対して、貴事業所ではどのような取組をしていますかについて、「平時からの意識づくりや話し合い、訓練などの実施」が51.0％と最も高く、次いで「災害時に支援が必要な人がどこにいるかなどの情報提供」が40.8％、「災害時の避難や救出等に活用できる資材の準備」が34.7％。
	【事業所】
問16

	
	・貴事業所が今後、社会貢献活動を行う矯正施設や更生保護施設等と共同で取り組めることはありますかについて、「専門知識の伝授」が34.7％と最も高く、次いで「居場所づくり」が28.6％、「環境保全活動」が10.2％。
	【事業所】
問19

	
	・近年、災害が多発しています。災害に備えて日頃から地域でどのようなことが必要だと思いますかについて、「日頃から顔の見える関係づくりのために、地域でふれあえる機会を多くつくる」が51.1％と最も高く、次いで「必要物資を備蓄して災害に備える」が48.9％、「防災学習や地域独自のハザードマップづくりなど、自主防災会等の活動を活発化する」、「災害時に備えて地域や自治会で見守り等が必要な方の個人情報の取扱いを考える」が25.5％。
	【関係団体】
問16

	
	
	

	
	
	

	
	・住んでいる地域の避難場所を知っていますかについて、「知っている」が84.8％、「知らない」が15.1％。
市内・市外別にみると、大きな差はみられません。
	【高校生】
問８

	
	・住んでいる地域の避難訓練に参加していますかについて、「参加していない」が37.7％、「地域で避難訓練をしていることを知らない」が55.0％。
市内・市外別にみると、大きな差はみられません。
	【高校生】
問９

	
	・住んでいる地域のイメージを教えてくださいについて、「安全」が67.3％、「どちらともいえない」が27.9％。
市内・市外別にみると、大きな差はみられません。
	【高校生】
問10 ④

	
	・住んでいる地域のイメージを教えてくださいについて、「便利」が36.5％、「不便」が28.3％、「どちらともいえない」が35.2％。
市内・市外別にみると、「どちらともいえない」の割合が丸亀市内で高くなっています。
	【高校生】
問10 ⑤

	住民座談会での
意見
	・自然環境の豊かさ
山・海・川など、自然に恵まれた環境が「魅力」「誇り」とされている。
・空き家・居場所・住まいの課題
空き家の増加、集まる場所の不足が地域維持にとって問題。
・
・交通・移動手段の不足
特に高齢者や離島地区で「移動が困難」との指摘多数。高齢者向けの移動支援や交通手段の整備に関心が高い。・空き家の利活用・居場所づくり
地域の拠点としての空き家活用、交流拠点の創出が多数の地区で話題に。
・情報発信・ＰＲの強化
地域の魅力発信やイベント告知、ＳＮＳなどを活用した情報発信の強化が求められている。

	指標の状況
		目標指標
	Ｒ6年度
	目標値
（Ｒ７年度）

	災害時避難行動要支援者名簿の平常時開示の同意率
	83.5％
	75％

	ふれあい・いきいきサロン開設数
	130か所
	150か所

	情報♡ほっとメール登録者数
	3,889人
	5,000人






	次期計画に向けた課題
※資料3次期計画に向けた課題欄
⑩⑪⑫に反映させています。
	誰にとっても安全で安心して暮らしやすい地域社会となるためには、ユニバーサルデザインのまちづくり、公共施設などのバリアフリー化を推進するとともに、防犯・防災対策に取り組み非常時にすぐに対応できる体制づくりが必要です。
アンケート調査結果では、お住まいの地域には、どのような課題や問題があると思いますかについて、「防災に関すること」が25.7％と最も高く、次いで「防犯など地域の安全に関すること」が24.1％となっています。
また、丸亀市で災害（地震や台風、土砂災害など）が起こった時に、どのようなことが不安ですかについて、「避難場所の生活が長引くこと」が54.4％と最も高く、次いで「食料や水を確保できないこと」が49.1％、「家族や親族の安否確認ができないこと」が28.1％となっています。
高校生調査結果では、住んでいる地域の避難場所について、「知らない」と回答した割合が15.1％となっており、地域の避難訓練について、「参加していない」人が37.7％、「地域で避難訓練をしていることを知らない」人が55.0％となっています。
住民座談会からは高齢者向けの移動支援や交通手段の整備に関心が高く、高齢者や離島地区で移動が困難といった意見が挙げられています。
また、空き家の増加や集まる場所の不足が課題として挙げられており、居場所づくりとして空き家を活用し交流拠点を創出するといった意見もみられます。
住民座談会からも地域の魅力発信やイベント告知、ＳＮＳなどを活用した情報発信の強化を求める意見が挙げられています。
今後も、非常時にお互いが声をかけあい避難することができるように、平常時から地域の中のつながりがつくれるよう促し、防災訓練等、地域での防災活動を支援する必要があります。そのためには、防災知識や災害時の知識及び対処法についての普及・啓発の更なる推進に努めるとともに、地区の特性に応じた防災・避難体制の強化を図ることが必要です。
また、住民の防犯意識を高め、地域住民同士の助け合いや、地域の防犯体制を強化していくことが必要です。
さらに、移動が困難な人のための外出機会の創出や移動手段の充実など外出しやすい環境づくりを進めことが必要です。





重層的支援体制に関する課題
	国の方針及び
社会動向
	地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和３年４月）
・市町村においては、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築が求められており、改正社会福祉法に基づき、新たに「重層的支援体制整備事業」を創設

＜地域福祉計画の策定ガイドライン＞
・「住民に身近な圏域」において、地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制の整備
・多機関の協働による市町村における包括的な相談支援体制の構築
・高齢者、障害者、児童に対する虐待への統一的な対応や、家庭内で虐待を行った養護者又は保護者が抱えている課題にも着目した支援の在り方



	現行計画の方向性
	－



	アンケート調査
結果
	調査結果概要
	問番号

	
	・あなたがお住まいの地域では、住民同士の支え合い・助け合い活動が充実していますかについて、「充実している」「どちらかといえば充実している」を合わせた“充実している”が35.2％、「どちらかといえば充実していない」「充実していない」を合わせた“充実していない”が26.0％。
年齢別にみると、“充実している”の割合が70歳以上で高くなっています。
	【市民】
問10

	
	・住民同士の支え合い・助け合いが地域で広がるためには、あなたはどんなことが必要だと思いますかについて、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」が43.8％と最も高く、次いで「困っている人と、助けることのできる人とをつなぐ人材を育成する」が31.5％、「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が26.6％。
前回調査と比較すると、大きな変化はみられません。
年齢別にみると、「地域における福祉活動の重要性をもっとＰＲする」の割合が70歳以上で高く、「地域でボランティアなどの活動の拠点となる場を整備する」の割合が40～49歳で高く、「リーダーや福祉活動に携わる人を養成する」の割合が18～29歳で低く、「困っている人や、助け合いの場や組織の情報を得やすくする」の割合が30～39歳で高くなっています。
	【市民】
問11

	
	・あなたは、「重層的支援体制整備事業」を知っていますかについて、「名前も内容も知らない」が92.2％。
年齢別にみると、大きな差はみられません。
	【市民】
問48

	
	・今後、地域福祉を進めるために丸亀市はどのような施策に優先して取り組んでいくべきだと思いますかについて、「移動手段の充実」が25.5％と最も高く、次いで「防犯・交通安全・防災体制の充実」が25.2％、「子育ての支援体制の充実」が24.1％となっています。
前回調査と比較すると、「子育ての支援体制の充実」「移動手段の充実」の割合が増加しています。一方、「医療サービス体制の充実」の割合が減少しています。
年齢別にみると、「地域の支え合いの仕組みづくり」の割合が30～39歳で低く、「学校における福祉教育の充実」の割合が60～69歳で低く、「移動手段の充実」の割合が18～29歳で高く、「福祉サービスに関する情報の充実」の割合が70歳以上で高くなっています。
	【市民】
問54

	
	・地域における助け合い、支え合い活動を活発にするためには、どのようなことが重要だと思いますかについて、「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」、「困っている人や、助け合いの場や組織についての情報を得やすくする」が42.9％と最も高く、次いで「福祉活動の相談・指導を担当する専門職員の充実を図る」が36.7％。
	【事業所】
問８

	
	・多様な生活課題に対して制度等の枠を超えた包括的な相談支援の仕組みを充実していくうえで、特に優先的に力を入れて取り組むべきことはどのようなことだと思いますかについて、「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」が59.2％と最も高く、次いで「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」が51.0％、「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」が42.9％。
前回調査と比較すると、「市役所で多様な相談を総合的に受けられるようにする」「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」「課題を解決するため、サービスや社会資源を開発する取組を充実する」「相談しやすいように、窓口の開設時間や相談を受ける方法を改善する」の割合が増加しています。
	【事業所】
問９

	
	・最近の相談内容や支援対象者の傾向について、どのように感じますかについて、「地域のつながりが薄れ、社会から孤立した個人や世帯が増えている」が63.3％と最も高く、次いで「対象者だけではなく、世帯全体への支援の必要なケースが増えている」が53.1％、「既存の制度では対応できない個人や世帯が増えてきている」が42.9％。
	【事業所】
問10

	
	・地域における助け合い、支え合い活動を活発にするためには、どのようなことが重要だと思いますかについて、「困っている人や、助け合いの場や組織についての情報を得やすくする」が38.3％と最も高く、次いで「地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」、「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」、「ボランティアリーダーや福祉活動に関わる人を育成する」が31.9％。
前回調査と比較すると、「地域における福祉活動の意義と重要性をもっとＰＲする」「地域における福祉活動の活動費・運営費などの資金的な援助を行う」の割合が増加しています。一方、「地域でボランティアなどの活動の拠点となる場を整備する」「ボランティアリーダーや福祉活動に関わる人を育成する」の割合が減少しています。
	【関係団体】
問10

	
	・多様な生活課題に対して制度等の枠を超えた包括的な相談支援の仕組みを充実していくうえで、力を入れて取り組むべきことはどのようなことだと思いますかについて、「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」が46.8％と最も高く、次いで「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」が42.6％、「市役所で多様な相談を総合的に受けられるようにする」、「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」、「相談しやすいように、窓口の開設時間や相談を受ける方法を改善する」が36.2％。
前回調査と比較すると、「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」「相談しやすいように、窓口の開設時間や相談を受ける方法を改善する」の割合が増加しています。一方、「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」の割合が減少しています。
	【関係団体】
問11

	
	・あなたは、家族・親戚や友人・知人以外に相談先（相手）がありますかについて、「学校の先生」が45.4％と最も高く、次いで「誰にも相談しない」が26.7％、「近所の人」が13.1％。

	【高校生】
問15



	次期計画に向けた課題
※資料3の次期計画に向けた課題欄
⑬⑭⑮に反映させています。
	アンケート調査結果では、「重層的支援体制整備事業」を知っていますかについて、「名前も内容も知らない」が92.2％となっています。
また、多様な生活課題に対して制度等の枠を超えた包括的な相談支援の仕組みを充実していくうえで、特に優先的に力を入れて取り組むべきことはどのようなことだと思いますかについて、「相談に行けない（行かない）人を発見し、窓口につなぐ取組を充実する」が事業所では59.2％、関係団体では42.6％、「より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や事業所などの相談を充実する」が事業所では51.0％、関係団体では36.2％、「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」が事業所では42.9％、関係団体では46.8となっています。
さらに、最近の相談内容や支援対象者の傾向について、どのように感じますかについて、「地域のつながりが薄れ、社会から孤立した個人や世帯が増えている」が63.3％と最も高く、次いで「対象者だけではなく、世帯全体への支援の必要なケースが増えている」が53.1％、「既存の制度では対応できない個人や世帯が増えてきている」が42.9％となっています。
高校生調査結果では、家族・親戚や友人・知人以外の相談先（相手）について、「学校の先生」が45.4％と最も高く、次いで「誰にも相談しない」が26.7％となっています。ヤングケアラーをはじめとする家庭内に潜在化しているこどもたちが、支援を必要としているにも関わらず相談機関につながりにくいという問題が近年顕在化しています。このような状況にあるこどもたちに対する支援方法として、アウトリーチ機能の強化が必要になっています。
様々な課題を抱える地域住民等に対して適切な支援が提供できるよう、属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める相談窓口の機能強化を図ることが必要です。
また、気軽に相談できる相談窓口として周知の工夫に努めるとともに、社会とのつながりを作る参加支援、交流の場や居場所を整備する地域づくりの充実に一体的に取り組み、包括的支援のネットワークの形成を進めていくことが必要です。
今後も、地域において孤立している人を把握し、孤立させないための仕組みをつくることが必要です。ひきこもりの当事者、家族等を対象に、自宅以外の居場所が必要な人が安心できる場所を確保することより、自立支援の事業につながるケースもあり、複雑・複合的な課題を抱える人の孤立防止の観点から地域参加できる機会や地域での居場所づくりが必要です。
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